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            主     文 

       上告人の被上告人那覇市長に対する上告を棄却する。 

       上告人の被上告人那覇市に対する上告を却下する。 

       上告費用は上告人の負担とする。 

            理     由 

第１ 事案の概要 

１ 本件は、那覇市（以下「市」という。）の住民である上告人が、市長が市の

管理する都市公園内に儒教の祖である孔子等を祀る久米至聖廟（以下「本件施設」

といい、その敷地を「本件土地」という。）を設置することを参加人に許可し、こ

れに基づき市が本件土地を本件施設の敷地としての利用に供していることは、憲法

上の政教分離原則及びそれに基づく憲法の諸規定（２０条１項後段、３項、８９

条。以下「政教分離規定」という。）に違反し、参加人に対し本件施設の収去及び

本件土地の明渡しを請求しないことが違法に財産の管理を怠るものであるなどとし

て、被上告人市長を相手に、地方自治法２４２条の２第１項３号に基づき、上記の

怠る事実の違法確認を求めるとともに、被上告人市を相手に、同項２号に基づき、

市長が参加人に対してした本件施設の一部に係る固定資産税の減免処分の無効確認

を求める事案である。 

２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。 

⑴ 都市公園法５条１項前段は、公園管理者以外の者が都市公園に公園施設を設

けようとするときは、条例で定める事項を記載した申請書を公園管理者に提出して

その許可を受けなければならない旨を規定する。 

那覇市公園条例（１９７０年那覇市条例第６号。令和５年那覇市条例第２８号に

よる改正前のもの。以下「公園条例」という。）は、都市公園法５条１項前段に規
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定する公園施設の設置許可（以下「公園施設設置許可」という。）を受けた者は、

占用面積１㎡につき１か月３６０円の使用料を納付しなければならない旨を規定す

るとともに（１１条１項、別表第１）、市長は、所定の場合には、規則で定めると

ころにより使用料の全部又は一部を免除することができる旨を規定している（１１

条の２。以下、同条の規定による使用料の免除処分を「使用料免除処分」とい

う。）。 

⑵ア 市は、都市公園法２条１項１号所定の都市公園として、市内の久米地域に

松山公園（以下「本件公園」という。）を設置し、これを管理している。本件施設

は、本件公園内の国公有地上に設置された、儒教の祖である孔子やその４人の門弟

である四配等を祀る廟である。 

本件施設の建物等の所有者は参加人である。参加人は、本件施設、道教の神等を

祀る天尊廟及び航海安全の守護神を祀る天妃宮の公開、久米三十六姓（約６００年

前から約３００年間にわたり、現在の中国福建省又はその周辺地域から琉球に渡来

してきた人々）の歴史研究、論語を中心とする東洋文化の普及等を目的とする一般

社団法人であり、定款上、上記目的が明記されるとともに、その正会員の資格が久

米三十六姓の末えいに限定されている。 

イ 本件施設は、大成殿、啓聖祠、明倫堂・図書館、至聖門、御路、御庭空間等

によって構成され、その占用面積は１３３５㎡である。本件施設の出入口に当たる

至聖門には三つの扉があり、参加人の説明によれば、孔子の霊のためのものとされ

ている中央の扉は、１年に１度、後記エの釋奠祭禮の日にのみ開かれ、孔子の霊

は、至聖門を通過して御路（御庭空間の中央を至聖門から大成殿に向かって伸びる

通路）を進み、大成殿へ上るとされている。 

大成殿は、本件施設の本殿と位置付けられており、その内部には孔子の像及び神

位（神霊を据える所）並びに四配の神位が配置され、観光客に加え、家族繁栄、学

業成就、試験合格等を祈願する人々が参拝に訪れる。また、本件施設においては、

大成殿の香炉灰が封入された「学業成就（祈願）カード」が販売されていたことが
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あった。 

ウ 本件施設は、拝観時間が午前９時から午後５時まで、拝観料は無料であり、

その敷地（本件土地）については、至聖門、明倫堂・図書館、フェンス等によって

本件公園の他の部分から仕切られているものの、上記拝観時間内は一般市民が自由

に出入りできる状態にある。 

また、参加人は、明倫堂において、参加人の会員及び一般市民を対象として、歴

史、文化等に関する教養講座を開催しているほか、明倫堂の講堂及び展示場は参加

人の定めた利用規程に従い一般市民の利用に供されている。 

本件施設は、その整備後、市の公式ガイドマップに掲載され、かつて久米村（ク

ニンダ）と呼ばれた現在の久米地域の歴史を象徴する施設として案内されているほ

か、一般社団法人那覇市観光協会が主催する、クニンダの史跡を巡る観光街歩きの

コースにも含まれている。 

エ 本件施設では、平成２５年以降、毎年、孔子の生誕の日とされる９月２８日

に、供物を並べて孔子の霊を迎え、上香、祝文奉読等をした後に、これを送り返す

という内容の行事である釋奠祭禮が行われている。参加人においては、釋奠祭禮の

挙行がその事業として定款上明記されるとともに、久米三十六姓の末えい以外の者

がこれを行うことについては許容することができないとされている。 

⑶ア 久米三十六姓は、琉球王国の繁栄を支えた職能集団であり、かつて久米地

域に居住し、１７世紀に同地域に孔子等を祀る至聖廟を建立するとともに、１８世

紀にその隣接地に琉球における最初の公立学校とされている明倫堂（以下、上記至

聖廟と併せて「当初の至聖廟等」という。）を建立した。当初の至聖廟等及びその

敷地は、沖縄県が設置された後、社寺に類する施設として国有とされ、大正４年に

参加人の前身である社団法人久米崇聖会（以下、参加人と区別することなく「参加

人」という。）に譲与された。当初の至聖廟等は、第二次世界大戦の戦災により焼

失したが、昭和４９年ないし昭和５０年頃、参加人が所有する那覇市若狭所在の土

地上に、天尊廟及び天妃宮と共に、至聖廟及び明倫堂（以下、両者を併せて「旧至
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聖廟等」という。）が再建され、参加人がこれらを維持管理するようになった。 

イ 参加人は、平成１１年３月、市が旧久米郵便局の跡地を国から買い取り、本

件公園の一部として取り込むとの情報を得たことから、同跡地に至聖廟を移転して

久米地域に回帰すべく、平成１２年１２月、市に対する要請活動を開始した。 

市は、平成１１年４月に策定した那覇市都市計画マスタープランにおいて、本件

公園の所在する那覇市西地域に係るまちづくりの基本方針として「福州園や天妃宮

などを核とし歴史性を活かしたクニンダのまちづくり」を掲げていた。 

市においては、平成１５年に松山公園周辺土地利用計画（案）策定業務に係る委

員会及びその作業部会が複数回開かれ、有識者等が出席し、本件公園周辺の土地利

用計画に関して議論が行われ、その際に出された意見の中には至聖廟の宗教性を問

題視するものがあった。 

市は、平成１５年９月、上記委員会等における議論等を踏まえ、松山公園周辺土

地利用計画案（以下「本件土地利用計画案」という。）を策定した。本件土地利用

計画案においては、地域に関する学習機能を有する施設の整備を行うなどといった

整備方針が打ち出されるとともに、大成殿について、久米村の歴史性、文化性、儒

学的精神性のシンボルとして、また、公園施設のシンボルとして位置付けられる一

方、儒教的精神が前面に出過ぎると公的施設としての性格について議論を呼ぶ可能

性があり、私有地内に設置することが考えられるとの整理がされていた。 

ウ 本件土地利用計画案の策定を受け、市において、本件公園の整備に向けた具

体的な設計等の業務が行われ、同業務について、平成２０年７月に平成１９年度松

山公園実施設計業務委託報告書が提出された。同報告書においては、忘れられつつ

あるクニンダの歴史・文化を取り戻すためのシンボルとして本件施設が位置付けら

れるとともに、大成殿及び明倫堂の公園施設としての設置の可否についても検討さ

れ、前記アの至聖廟が琉球王朝時代に設立され、以来、久米村の人々を中心に親し

まれていることや、明倫堂は琉球における公立学校の始まりとされており、現在も

歴史文化的な講座が開設される、市民、地域に開かれた施設であることから、体験
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学習施設（都市公園法施行令５条５項１号）ないし歴史上又は学術上価値の高いも

の（同項２号）として公園施設と位置付けることができると結論付けられていた。 

⑷ア 市は、本件公園の用地として、平成１８年２月１日付けで、国から、那覇

市久米所在の国有地（地積４５６０．３０㎡）を買い受けるとともに、同年６月２

１日付けで、国との間で、同所在の国有地（地積２２８０．１４㎡）を目的とする

国有財産無償貸付契約を締結した。 

イ 市長は、参加人の申請に基づき、平成２３年３月３１日付けで、本件施設が

都市公園法施行令５条５項１号所定の体験学習施設に該当するものとして、本件施

設に係る公園施設設置許可（設置の期間は許可の日から平成２６年３月３１日ま

で）をするとともに、上記期間における公園使用料の全額を免除する使用料免除処

分をした。参加人は、平成２５年４月３０日までに本件施設の新築工事を完了し

た。 

ウ 上記期間の満了に伴い、市長は、参加人の申請に基づき、平成２６年３月２

８日付けで、本件施設に係る公園施設設置許可（設置の期間は同年４月１日から平

成２９年３月３１日まで）をするとともに、上記期間における公園使用料の全額を

免除する使用料免除処分をした。市長は、その後も、参加人の申請に基づき、おお

むね３年ごとに本件施設に係る公園施設設置許可をするとともに、公園使用料の全

額を免除する使用料免除処分をした。また、これらの公園施設設置許可に係る設置

の期間は、本件公園の管理上支障がない限り、更新が予定されていた。原審口頭弁

論終結時における本件施設の設置は、これらのうち、令和２年４月１日付けでされ

た公園施設設置許可（設置の期間は同日から令和５年３月３１日まで。以下「本件

設置許可」という。）に基づくものである。 

エ 市長は、最高裁令和元年（行ツ）第２２２号、同年（行ヒ）第２６２号同３

年２月２４日大法廷判決・民集７５巻２号２９頁（以下「令和３年大法廷判決」と

いう。）が、市長が平成２６年３月２８日付けでした上記ウの使用料免除処分が憲

法２０条３項の禁止する宗教的活動に該当すると判断したことを受け、参加人に対
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し、令和３年５月２８日付けで、上記イ、ウの各使用料免除処分をいずれも取り消

し、それまでに発生していた公園使用料について納入の通知をした。 

これに対し、参加人は、上記公園使用料の全額を市に納付し、その後も、公園使

用料を順次市に納付した。 

第２ 上告人の被上告人市長に対する上告について 

上告代理人德永信一の上告理由について 

１⑴ 前記事実関係等によれば、本件施設は、その外観等に照らして、神体又は

本尊に対する参拝を受け入れる社寺との類似性がある上、本件施設で行われる釋奠

祭禮は、孔子の霊の存在を前提として、これを崇め奉るという宗教的意義を有する

儀式というほかなく、本件施設の建物等も、このような宗教的意義を有する儀式で

ある釋奠祭禮を実施するという目的に従って配置されたものということができる。

さらに、本件施設の設置に至る経緯等からすれば、本件施設は当初の至聖廟等及び

旧至聖廟等の宗教性を引き継ぐものといえる。これらからすれば、本件施設は、一

体として宗教性を有するものといえ、その程度も軽微とはいえない（令和３年大法

廷判決参照）。 

⑵ もっとも、本件施設は、かつて琉球王国の繁栄を支えた久米三十六姓が１７

世紀以降に建立した当初の至聖廟等を、そのゆかりの地である久米地域に再建した

ものといえ、地域の歴史や文化を伝えるものとして、一定の歴史的、文化的価値を

有するものということができる。加えて、本件施設は、市の公式ガイドマップに掲

載されるなどして現に観光客が訪れており、上記の歴史的、文化的価値や、後記の

公園施設としての機能と相まって、観光資源としての意義を有するものということ

ができる。 

また、本件施設を設置する参加人は、本件施設、天尊廟等の公開及び釋奠祭禮の

挙行のみならず、久米三十六姓の歴史研究や論語を中心とする東洋文化の普及等を

もその定款上の目的ないし事業とする一般社団法人であるところ、本件施設は、都

市公園法施行令５条５項１号所定の体験学習施設としてその設置が許可されたもの
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であり、拝観時間内については無償で公開されている上、明倫堂においては、一般

市民をも対象とした歴史、文化等に関する教養講座が開催されているほか、その講

堂及び展示場は市民の利用に供されているのであって、本件施設は、公園施設とし

て管理され、一般公衆の利用に供されているものといえる。 

２ 本件設置許可に至る経緯をみると、市は、本件施設の設置を含めた本件公園

の整備について検討を重ね、その際、本件施設の設置について憲法上の政教分離原

則との関係で一定の懸念が示されたものの、最終的には、当初の至聖廟等及び旧至

聖廟等の歴史や性格に照らし、大成殿及び明倫堂は、体験学習施設ないし歴史上又

は学術上価値の高いものとして、公園施設と位置付けることができると整理したも

のである。これらに加え、上記１⑵で説示したところも考慮すると、市は、本件施

設の歴史的、文化的価値、さらにはこれらを背景とする観光資源としての意義に着

目し、本件公園の都市公園としての機能を増進し、地域の振興やまちづくりの実現

等を図るという世俗的、公共的な目的から、本件施設に係る各公園施設設置許可を

してきたものというべきであり、その目的が宗教的意義を有するものとはいえない。 

３ また、公園条例上、公園施設設置許可を受けた者は、市に対し、占用面積１

㎡につき１か月３６０円の使用料を納付しなければならないものとされているか

ら、本件設置許可は、その相手方である参加人に、年間５７６万７２００円（占用

面積１３３５㎡×３６０円×１２か月）の公園使用料の納付義務を生じさせるもの

である。このように、本件設置許可を受けた参加人において、本件施設を利用した

活動を行うためには、相応の使用料を負担しなければならないこととなるのであっ

て、その額も、公園条例の規定に基づき一義的に定まるものである。そうすると、

本件設置許可は、これにより参加人において本件土地に宗教性を有する本件施設を

設置し、そこで宗教的活動を行うことが可能となるという側面があるとしても、同

活動に係る特定の宗教に対する特別の便益の提供に当たるものとは評価し難いとい

うべきである。 

さらに、本件設置許可については、これと併せて公園使用料の全額を免除する使
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用料免除処分がされているものの、同処分は令和３年大法廷判決を受けて取り消さ

れ、その後、参加人により公園使用料が順次納付されている。したがって、市が本

件設置許可に基づき本件土地を本件施設の敷地としての利用に供していることにつ

いても、上記活動に係る特定の宗教に対して特別の便益を提供するものと評価する

ことはできない。 

４ そして、これまで説示したところによれば、本件施設の宗教性やその程度を

考慮しても、市長が本件設置許可をし、これに基づき市が本件土地を本件施設の敷

地としての利用に供していることは、一般人の目からみて、市が本件施設における

参加人の活動に係る特定の宗教に対して特別の便益を提供し、これを援助している

と評価されるおそれがあるものとはいえないというべきである。 

５ 以上のような諸事情を考慮し、社会通念に照らして総合的に判断すると、市

長が本件設置許可をし、これに基づき市が本件土地を本件施設の敷地としての利用

に供していることは、市と宗教との関わり合いの程度が、我が国の社会的、文化的

諸条件に照らし、信教の自由の保障の確保という制度の根本目的との関係で相当と

される限度を超えるものとは認められず、憲法上の政教分離原則及びそれに基づく

政教分離規定に違反するものではないと解するのが相当である。 

以上の点は、当裁判所大法廷判決（最高裁昭和４６年（行ツ）第６９号同５２年

７月１３日判決・民集３１巻４号５３３頁、最高裁平成４年（行ツ）第１５６号同

９年４月２日判決・民集５１巻４号１６７３頁、最高裁平成１９年（行ツ）第２６

０号同２２年１月２０日判決・民集６４巻１号１頁、令和３年大法廷判決）の趣旨

に徴して明らかというべきである。所論の点に関する原審の判断は、以上の趣旨を

いうものとして、是認することができる。論旨は採用することができない。 

第３ 上告人の被上告人市に対する上告について 

本件上告について提出された上告状及び上告理由書には上告人の被上告人市に対

する上告理由の記載がないから、被上告人市に対する上告は不適法として却下すべ

きである。 



- 9 - 

 

 よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 岡 正晶 裁判官 安浪亮介 裁判官 堺  徹 裁判官     

宮川美津子 裁判官 中村 愼) 


